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○ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年７月29日老企第22号）（抄）  
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新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

１ （略） 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

１ （略） 

２ 人員に関する基準 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支援専門員

を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び生活の質の向上を

図るための居宅介護支援の能力を十分に有する者を充てるよう心がける必

要がある。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意する

必要がある。 

２ 人員に関する基準 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支援専門員

を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び生活の質の向上を

図るための居宅介護支援の能力を十分に有する者を充てるよう心がける必

要がある。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

⑴ 介護支援専門員の員数 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必ず１人以上を常

勤で置くこととされており、常勤の考え方は⑶の①のとおりである。常

勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応で

きる体制を整えている必要があるという趣旨であり、介護支援専門員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に介護支援専門員に連絡が取れる体制としておく必要があ

る。 

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められてい

るところであるが、これは、居宅介護支援の事業が、指定居宅サービス等

の実態を知悉する者により併せて行われることが効果的であるとされる

場合もあることに配慮したものである。 

また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数（当該指定居宅

介護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、又は地域包括支援

センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当

該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行う場合にあっ

ては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所

における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた

数。以下この⑴において同じ。）44 人（当該指定居宅介護支援事業所にお

いてケアプランデータ連携システムを活用し、かつ、事務職員を配置し

⑴ 介護支援専門員の員数 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必ず１人以上を常

勤で置くこととされており、常勤の考え方は⑶の①のとおりである。常

勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応で

きる体制を整えている必要があるという趣旨であり、介護支援専門員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に介護支援専門員に連絡が取れる体制としておく必要があ

る。 

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められてい

るところであるが、これは、居宅介護支援の事業が、指定居宅サービス等

の実態を知悉する者により併せて行われることが効果的であるとされる

場合もあることに配慮したものである。 

また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数 35 人に対して１

人を基準とするものであり、利用者の数が 35 人又はその端数を増すごと

に増員することが望ましい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員に

ついては非常勤とすることを妨げるものではない。 
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ている場合は 49 人）に対して１人を基準とするものであり、利用者の数

が 44 人（当該指定居宅介護支援事業所においてケアプランデータ連携シ

ステムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合は 49人）又はその

端数を増すごとに増員するものとする。ただし、当該増員に係る介護支

援専門員については非常勤とすることを妨げるものではない。なお、地

域における介護支援専門員や居宅介護支援事業所の充足状況等も踏ま

え、緊急的に利用者を受け入れなければならない等のやむを得ない理由

により利用者の数が当該基準を超えてしまった場合においては、直ちに

運営基準違反とすることのないよう留意されたい。 

また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務について

は、介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、

差し支えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス

事業の業務を指すものではない。 

なお、事務職員の配置については、その勤務形態は常勤の者でなくて

も差し支えない。また、当該事業所内の配置に限らず、同一法人内の配置

でも認められる。勤務時間数については特段の定めを設けていないが、

当該事業所における業務の実情を踏まえ、適切な数の人員を配置する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務について

は、介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、

差し支えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス

事業の業務を指すものではない。 

⑵ 管理者 

指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員で

あって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合及

び管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の

職務に従事する常勤の者でなくても差し支えないこととされている。こ

の場合、他の事業所とは、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事業所

に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業

務に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない

限り認められるものである。 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その

業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の

従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく

⑵ 管理者 

指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員で

あって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合及

び管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管

理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ず

しも専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなくても差し支えないこと

とされている。この場合、同一敷地内にある他の事業所とは、必ずしも指

定居宅サービス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保

険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない限り認められるものである。 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その

業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の

従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく
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必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのも

のに従事する従業者と兼務する場合（当該訪問系サービス事業所におけ

る勤務時間が極めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や災害発

生等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定居宅介護支援事業

所又は利用者の居宅に駆け付けることができない体制となっている場合

は管理者の業務に支障があると考えられる。また、併設する事業所に原

則として常駐する老人介護支援センターの職員、訪問介護、訪問看護等

の管理者等との兼務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の常勤専

従の介護支援専門員との兼務は認められないものである。 

 なお、以下のような、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である

等やむを得ない理由がある場合については、管理者を介護支援専門員と

する取扱いを可能とする。 

・ 本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居等

不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなってし

まった場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった

理由と、今後の管理者確保のための計画書を保険者に届け出た場合。

なお、この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を１

年間猶予するとともに、当該地域に他に居宅介護支援事業所がない場

合など、利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険

者の判断により、この猶予期間を延長することができることとする。 

・ 特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所

加算を取得できる場合 

また、令和９年３月 31 日までの間は、令和３年３月 31 日時点で主任

介護支援専門員でない者が管理者である居宅介護支援事業所について

は、当該管理者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員とす

る要件の適用を猶予することとしているが、指定居宅介護支援事業所に

おける業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経過措置期間の

終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ま

しい。 

必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのも

のに従事する従業者との兼務は一般的には管理者の業務に支障があると

考えられるが、訪問サービスに従事する勤務時間が限られている職員の

場合には、支障がないと認められる場合もありうる。また、併設する事業

所に原則として常駐する老人介護支援センターの職員、訪問介護、訪問

看護等の管理者等との兼務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の

常勤専従の介護支援専門員との兼務は認められないものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、令和９年３月 31 日までの間は、令和３年３月 31 日時点で主任

介護支援専門員でない者が管理者である居宅介護支援事業所について

は、当該管理者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員とす

る要件の適用を猶予することとしているが、指定居宅介護支援事業所に

おける業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経過措置期間の

終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ま

しい。 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 
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当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法律第 113号）

第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両

立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定

労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時

間の短縮等の措置」という。）が講じられている者については、利用者

の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可

能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。

例えば、同一の事業者によって指定訪問介護事業所が併設されている

場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理

者を兼務している者は、その勤務時間が所定の時間に達していれば、

常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113

号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等

の措置」という。）が講じられている者については、利用者の処遇に支

障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

 

 

 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。

例えば、同一の事業者によって指定訪問介護事業所が併設されている

場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理

者を兼務している者は、その勤務時間が所定の時間に達していれば、

常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら
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れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

②・③ （略） 

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

②・③ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具

体化したものである。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅

介護支援事業者についても自由に選択できることが基本であり、指定居

宅介護支援事業者は、利用申込があった場合には、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介護支援事業所の運営規程の

概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦

情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事

項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居

宅介護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつき同意を得なけれ

ばならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用者及

び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によって確認する

ことが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用

者の立場に立って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条

の２の基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものである。この

ため、指定居宅介護支援について利用者の主体的な参加が重要であり、

居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して

複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めること等につき十分説明

を行わなければならない。なお、この内容を利用申込者又はその家族に

説明を行うに当たっては、併せて、居宅サービス計画原案に位置付けた

指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能である

ことにつき説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加

えて口頭での説明を懇切丁寧に行うことや、それを理解したことについ

て利用申込者から署名を得ることが望ましい。 

さらに、基準第１条の２の基本方針に基づき、指定居宅介護支援の提

供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に

立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定

の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、公正中立

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具

体化したものである。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅

介護支援事業者についても自由に選択できることが基本であり、指定居

宅介護支援事業者は、利用申込があった場合には、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介護支援事業所の運営規程の

概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦

情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事

項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居

宅介護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつき同意を得なけれ

ばならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用者及

び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によって確認する

ことが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用

者の立場に立って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条

の２の基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものである。この

ため、指定居宅介護支援について利用者の主体的な参加が重要であり、

居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して

複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、居宅サービス

計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求

めることが可能であること等につき十分説明を行わなければならない。

なお、この内容を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たっては、

理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行

うとともに、それを理解したことについて必ず利用申込者から署名を得

なければならない。 

また、基準第１条の２の基本方針に基づき、指定居宅介護支援の提供

にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立

って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の

指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、公正中立に



6 

 

に行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この⑵におい

て「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説

明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 

 

 

 

この前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所

において作成された居宅サービス計画を対象とする。 

① 前期（３月１日から８月末日） 

② 後期（９月１日から２月末日） 

なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うも

のとするが、その際に用いる当該割合等については、直近の①若しくは

②の期間のものとする。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入

院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支援に

資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援することにも

つながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護支援事業者と入院先医療

機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡

先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前

に協力を求める必要があることを規定するものである。なお、より実効

性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険

者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼

しておくことが望ましい。 

行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定居宅介護支

援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この⑵におい

て「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説

明を行わなければならない。 

なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、理

解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行う

とともに、それを理解したことについて必ず利用者から署名を得なけれ

ばならない。 

また、前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所

において作成された居宅サービス計画を対象とする。 

① 前期（３月１日から８月末日） 

② 後期（９月１日から２月末日） 

なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うも

のとするが、その際に用いる当該割合等については、直近の①若しくは

②の期間のものとする。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入

院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支援に

資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援することにも

つながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護支援事業者と入院先医療

機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡

先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前

に協力を求める必要があることを規定するものである。なお、より実効

性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険

者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼

しておくことが望ましい。 

⑶ （略） ⑶ （略） 

⑷ 要介護認定の申請に係る援助 ⑷ 要介護認定の申請に係る援助 
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①・② （略） 

③ 同条第３項は、要介護認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の有効期間を確

認した上、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要

な援助を行わなければならないこととしたものである。 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要介護認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の有効期間を確

認した上、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定の有効期間が終了する１月前にはなされるよう、必要

な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略） 

⑻ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第 13 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅

サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介

護支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門

員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービス計

画の提出依頼（第 12 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の

２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したもので

あり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急

的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを

前提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。

ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サ

ービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

①・② （略） 

⑻ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第 13 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅

サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介

護支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門

員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービス計

画の提出依頼（第 12 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の

２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したもので

あり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急

的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを

前提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。

ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サ

ービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

①・② （略） 

③ 身体的拘束等の原則禁止や身体的拘束等を行う場合の記録（第２の

２号及び第２の３号） 

基準第 13 条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等

を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととし

たものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

（新設） 
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なお、基準省令第 29 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

④～⑭ （略） ③～⑬ （略） 

⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画と

するため、各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービ

スの内容として何ができるかなどについて、利用者やその家族、居宅

サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなる

サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を当

該担当者等と共有するとともに、専門的な見地からの意見を求め調整

を図ることが重要である。なお、利用者やその家族の参加が望ましく

ない場合（家庭内暴力等）には、必ずしも参加を求めるものではないこ

とに留意されたい。また、やむを得ない理由がある場合については、サ

ービス担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

しているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、

利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有

できるようにする必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由が

ある場合とは、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況

等により、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）

の意見を勘案して必要と認める場合のほか、開催の日程調整を行った

が、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得

られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態

に大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定され

る。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以

下この⑩において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければな

らない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主

⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画と

するため、各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービ

スの内容として何ができるかなどについて、利用者やその家族、居宅

サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなる

サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を当

該担当者等と共有するとともに、専門的な見地からの意見を求め調整

を図ることが重要である。なお、利用者やその家族の参加が望ましく

ない場合（家庭内暴力等）には、必ずしも参加を求めるものではないこ

とに留意されたい。また、やむを得ない理由がある場合については、サ

ービス担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

しているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、

利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有

できるようにする必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由が

ある場合とは、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況

等により、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）

の意見を勘案して必要と認める場合のほか、開催の日程調整を行った

が、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得

られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態

に大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定され

る。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以

下この⑨において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければな

らない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主
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治の医師等が日常生活上の障害が１か月以内に出現すると判断した時

点以降において、主治の医師等の助言を得た上で、介護支援専門員が

サービス担当者に対する照会等により意見を求めることが必要と判断

した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利

用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に

把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医意見書を

記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認

する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用

回数の変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行っていくこ

とが求められるため、日常生活上の障害が出現する前に、今後利用が

必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集

した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共

有しておくことが望ましい。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 29 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

治の医師等が日常生活上の障害が１か月以内に出現すると判断した時

点以降において、主治の医師等の助言を得た上で、介護支援専門員が

サービス担当者に対する照会等により意見を求めることが必要と判断

した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利

用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に

把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医意見書を

記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認

する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用

回数の変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行っていくこ

とが求められるため、日常生活上の障害が出現する前に、今後利用が

必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集

した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共

有しておくことが望ましい。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 29 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑪～⑭ （略） ⑩～⑬ （略） 

⑮ モニタリングの実施（第 14 号） 

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画

の作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サー

ビス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行われている

場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも１月に１回は利

用者と面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタリングの結

果を記録することが必要である。また、面接は、原則、利用者の居宅を

訪問することにより行うこととする。 

ただし、基準第 13 条第 14 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合

であって、少なくとも２月に１回利用者の居宅を訪問し、面接すると

きは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を

活用して面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用し

て面接を行う場合においても、利用者の状況に変化が認められた場合

等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替えることが適

当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

⑭ モニタリングの実施（第 14 号） 

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画

の作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サー

ビス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行われている

場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも１月に１回は利

用者の居宅で面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタリン

グの結果を記録することが必要である。 

また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、介護支援専門員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 
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切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイか

らホに掲げる事項について留意する必要がある。 

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者

に対し、テレビ電話装置等による面接のメリット及びデメリットを

含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２月に１回であること等）

を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知機能

が低下している場合など、同意を得ることが困難と考えられる利用

者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置等を

活用した面接の対象者として想定されない。 

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たって

は、主治の医師等による医学的な観点からの意見や、以下に例示す

る事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断

することが必要である。 

・ 介護者の状況の変化が無いこと。 

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレ

の改修等を含む） 

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと 

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者が

テレビ電話装置等を介して、利用者の居宅において対面で面接を行

う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置

等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族

等の介助者が操作を行うことは差し支えない。 

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認

できない利用者の健康状態や住環境等の情報については、サービス

事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点

について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともに、サービ

ス事業所の担当者の過度な負担とならないよう、情報収集を依頼す

る項目や情報量については留意が必要である。なお、サービス事業

所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情

報連携シート」を参考にされたい。 

ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、

サービス担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療への立会時に
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おける主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日

頃の連絡調整の際の意見照会も想定されるが、いずれの場合におい

ても、合意に至るまでの過程を記録しておくことが必要である。 

また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、介護支援専門員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

⑯ （略） ⑮ （略） 

⑰ 居宅サービス計画の変更（第 16 号） 

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則とし

て、基準第 13 条第３号から第 12 号までに規定された居宅サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、介護支援専門員が基準第 13 条第３号から第 12 号までに掲

げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、

この必要はないものとする。ただし、この場合においても、介護支援

専門員が、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であ

ることは、同条第 13 号（⑭居宅サービス計画の実施状況等の把握及び

評価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑯ 居宅サービス計画の変更（第 16 号） 

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則とし

て、基準第 13 条第３号から第 12 号までに規定された居宅サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、介護支援専門員が基準第 13 条第３号から第 12 号までに掲

げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、

この必要はないものとする。ただし、この場合においても、介護支援

専門員が、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であ

ることは、同条第 13 号（⑬居宅サービス計画の実施状況等の把握及び

評価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑱・⑲ （略） ⑰・⑱ （略） 

⑳ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の２） 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 12 年厚生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単

位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である指定

訪問介護に限る。以下この⑳において同じ。）の利用回数が統計的に見

て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自

立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確

認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、

基準第 13 条第 18 号の２は、一定回数（基準第 13 条第 18 号の２によ

り厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を位

置づける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、

⑲ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の２） 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 12 年厚生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単

位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である指定

訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）の利用回数が統計的に見

て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自

立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確

認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、

基準第 13 条第 18 号の２は、一定回数（基準第 13 条第 18 号の２によ

り厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を位

置づける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、
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当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定

するものである。届出にあたっては、当該月において作成又は変更（⑰

における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画のうち一定回数以

上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に

届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更

した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付

をした居宅サービス計画を言う。また、居宅サービス計画の届出頻度

について、１度市町村が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、

１年後でよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福

祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機

関及び関係団体（以下、「関係者等」という。）により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定

するものである。届出にあたっては、当該月において作成又は変更（⑯

における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画のうち一定回数以

上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に

届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更

した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付

をした居宅サービス計画を言う。また、居宅サービス計画の届出頻度

について、１度市町村が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、

１年後でよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福

祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機

関及び関係団体（以下、「関係者等」という。）により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

㉑ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の３） 

居宅サービス計画に位置づけられた介護保険法施行規則（平成 11 年

厚生省令第 36 号）第 66 条に規定する居宅サービス等区分に係るサー

ビスの合計単位数（以下㉑において「居宅サービス等合計単位数」と

いう。）が区分支給限度基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係

る合計単位数が居宅サービス等合計単位数に占める割合が厚生労働大

臣が定める基準（基準第 13 条第 18 号の３の規定により厚生労働大臣

が定める基準をいう。）に該当する場合に、利用者の自立支援・重度化

防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応

じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13 条第 18

号の３は、当該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画

に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ

ばならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該月に

おいて作成又は変更（⑰における軽微な変更を除く。）した居宅サービ

ス計画に位置づけられたサービスが当該基準に該当する場合には、市

町村に届け出ることとする。なお、ここでいう当該月において作成又

は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得

て交付をした居宅サービス計画をいう。 

また、居宅サービス計画の届出頻度について、１度市町村が検証し

⑳ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の３） 

居宅サービス計画に位置づけられた介護保険法施行規則（平成 11 年

厚生省令第 36 号）第 66 条に規定する居宅サービス等区分に係るサー

ビスの合計単位数（以下⑳において「居宅サービス等合計単位数」と

いう。）が区分支給限度基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係

る合計単位数が居宅サービス等合計単位数に占める割合が厚生労働大

臣が定める基準（基準第 13 条第 18 号の３の規定により厚生労働大臣

が定める基準をいう。）に該当する場合に、利用者の自立支援・重度化

防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応

じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13 条第 18

号の３は、当該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画

に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ

ばならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該月に

おいて作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービ

ス計画に位置づけられたサービスが当該基準に該当する場合には、市

町村に届け出ることとする。なお、ここでいう当該月において作成又

は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得

て交付をした居宅サービス計画をいう。 

また、居宅サービス計画の届出頻度について、１度市町村が検証し
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た居宅サービスの計画の次回の届出は、１年後でもよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、関係者等により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

 

た居宅サービスの計画の次回の届出は、１年後でもよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、関係者等により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

なお、基準第 13 条第 18 号の３については、令和３年 10 月１日より

施行されるため、同年 10 月以降に作成又は変更した居宅サービス計画

について届出を行うこと。 

㉒ 主治の医師等の意見等（第 19 号・第 19 号の２・第 20号） 

訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居

宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機

能型居宅介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）については、

主治の医師等がその必要性を認めたものに限られるものであることか

ら、介護支援専門員は、これらの医療サービスを居宅サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、利用者の同意を

得て主治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円

滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計

画については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。特に、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションについては、医療機関からの退院患者において、

退院後のリハビリテーションの早期開始を推進する観点から、入院中

の医療機関の医師による意見を踏まえて、速やかに医療サービスを含

む居宅サービス計画を作成することが望ましい。 

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サービス計画

に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス等に係る主治の医

師等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、介護支援専

門員は、当該留意点を尊重して居宅介護支援を行うものとする。 

   ㉑ 主治の医師等の意見等（第 19 号・第 19 号の２・第 20 号） 
訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居

宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機

能型居宅介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）については、

主治の医師等がその必要性を認めたものに限られるものであることか

ら、介護支援専門員は、これらの医療サービスを居宅サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、利用者の同意を

得て主治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円

滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計

画については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。 

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サービス計画

に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス等に係る主治の医

師等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、介護支援専

門員は、当該留意点を尊重して居宅介護支援を行うものとする。 
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㉓ （略） ㉒ （略） 

㉔ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映

（第 22 号・第 23 号） 

  福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者

の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した

場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、

検討の過程を別途記録する必要がある。 

  このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開

催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を

記載しなければならない。 

  さらに、対象福祉用具（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）第 199 条第２号に定

める対象福祉用具をいう。以下同じ。）を居宅サービス計画に位置づけ

る場合には、福祉用具の適時適切な利用及び利用者の安全を確保する

観点から、基準第 13 条第５号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定

福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメ

リット及びデメリット等、利用者の選択に資するよう、必要な情報を

提供しなければならない。なお、対象福祉用具の提案を行う際、利用者

の心身の状況の確認に当たっては、利用者へのアセスメントの結果に

加え、医師やリハビリテーション専門職等からの意見聴取、退院・退所

前カンファレンス又はサービス担当者会議等の結果を踏まえることと

し、医師の所見を取得する具体的な方法は、主治医意見書による方法

のほか、診療情報提供書又は医師から所見を聴取する方法が考えられ

る。 

  なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応

じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具

貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び

居宅サービス計画に記載しなければならない。なお、対象福祉用具の

場合については、福祉用具専門相談員によるモニタリングの結果も踏

まえること。 

  また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することと

する。 

㉓ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映

（第 22 号・第 23 号） 

  福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者

の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した

場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、

検討の過程を別途記録する必要がある。 

  このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開

催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を

記載しなければならない。 

  なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応

じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具

貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び

居宅サービス計画に記載しなければならない。 

  また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することと

する。 
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ア・イ （略） 

ウ 介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導

及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

（平成 12 年老企第 36 号）の第２の９⑷①ウの判断方法による場合

については、福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、

同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨について、主治医意見

書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方

法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記

載しなければならない。この場合において、介護支援専門員は、指

定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師

の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切

にその内容について情報提供しなければならない。 

ア・イ （略） 

ウ 介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導

及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

（平成 12 年老企第 36 号）の第２の９⑵①ウの判断方法による場合

については、福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、

同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨について、主治医意見

書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方

法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記

載しなければならない。この場合において、介護支援専門員は、指

定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師

の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切

にその内容について情報提供しなければならない。 

㉕・㉖ （略） ㉔・㉕ （略） 

㉗ 指定介護予防支援業務の受託に関する留意点（第 26 号） 

  指定居宅介護支援事業者は、地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援業務を受託するにあた

っては、その業務量等を勘案し、指定介護予防支援業務を受託するこ

とによって、当該指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅介

護支援業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなけれ

ばならない。 

㉖ 指定介護予防支援業務の受託に関する留意点（第 26 号） 

指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援業務を受託するにあ

たっては、その業務量等を勘案し、指定介護予防支援業務を受託する

ことによって、当該指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅

介護支援業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなけ

ればならない。 

㉘ （略） ㉗ （略） 

⑼～⑾ （略） ⑼～⑾ （略） 

⑿ 管理者の責務 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえ

た利用者本位の指定居宅介護支援の提供を行うため、当該指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員等の管理、利用申込みに係る調整、業務の

実施状況の把握等を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵

守させるために必要な指揮命令を行う必要がある。また、管理者は、日頃

から業務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向

上や健康管理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境

を醸成していくことが重要である。 

（新設） 

⒀・⒁ （略） ⑿・⒀ （略） 
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⒂ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 19 条の２は、指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を

受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定居宅介護支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 19 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒁ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 19 条の２は、指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を

受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定居宅介護支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 19 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改

正省令」という。）附則第３条において、３年間の経過措置を設けてお

り、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒃ （略） ⒂ （略） 
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⒄ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 21 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

 

 

 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」と

いう。）を決めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数

担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担

当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に

兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する

時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

⒃ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 21 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付けの

適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経

過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされて

いる。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担

当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、

利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定

期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に

応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 
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ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

ロ・ハ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ・ハ （略） 

⒅ 掲示 

① 基準第 22 条第１項は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供

開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、事故発生時

の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価

結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同

意を得ることとしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への当

該重要事項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始され

た後、継続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護

を図る趣旨である。また、基準第 22 条第３項は、指定居宅介護支援事

業者は、原則として、重要事項を当該指定居宅介護支援事業者のウェ

ブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサイトとは、

法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをい

う。なお、指定居宅介護支援事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイ

トへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 介護保険法施行規則第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する

指定居宅介護支援事業所については、介護サービス情報制度におけ

る報告義務の対象ではないことから、基準省令第 22 条第３項の規定

によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましいこと。なお、ウ

ェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定による掲

示は行う必要があるが、これを同条第２項や基準省令第 31条第１項

⒄ 掲示 

① 基準第 22 条第１項は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供

開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、事故発生時

の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価

結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同

意を得ることとしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への当

該重要事項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始され

た後、継続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護

を図る趣旨であるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 
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の規定に基づく措置に代えることができること。 

② 基準第 22 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービ

スの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定居宅介護支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代

えることができることを規定したものである。 

 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定居

宅介護支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えるこ

とができることを規定したものである。 

⒆・⒇ （略） ⒅・⒆ （略） 

(21) 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載

するべきものである。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、

第２の３の⒅の①に準ずるものとする。 

⒇ 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示するべきものである。 

(22) （略） (21) （略） 

(23) 虐待の防止 

基準省令第 27 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定居宅介護支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から指定居宅介護支

援事業所における虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

(22) 虐待の防止 

基準省令第 27 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定居宅介護支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から指定居宅介護支

援事業所における虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 
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指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

ト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これら

を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市

町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利

用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐

待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

ト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これら

を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市

町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利

用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐

待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定居宅介護支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置く

ことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での

複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況

を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で

支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定居宅介護支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者

を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会

の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

(24)・(25) （略） (23)・(24) （略） 
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４・５ （略） ４・５ （略） 

 


